
令和5年度 鳥取市地域包括支援センター重点的取組 

 

包括名 ： 鳥取市中央包括支援センター（基幹型） 

 

（１）〔意思決定支援〕 

    包括職員や支援者の意思決定支援への理解を深め、本人を中心として意思決定支援に

取り組むよう努めます。 

                                            

（２）〔地域包括支援ネットワークの構築〕 

    地域包括支援ネットワークの構築に向けて、研修や会議を活用するとともに、地域ケ

ア推進会議や地域アセスメントを行います。 

                                             

【具体的取組】 

〔意思決定支援〕 

① 包括職員や支援者が意思決定支援への理解を深め、面接やケアマネジメント過程で意思決定支

援ができるよう、意思決定支援についての研修会を開催する。 

② 各支援会議の際は、本人を交え、意思決定支援を含めて支援者全員で検討していく。 

 

〔地域包括支援ネットワークの構築〕 
① 外部団体との相互理解を図るため、情報発信や意見交換を行う。 

② 重層的支援会議へ事例提出し、会議の場を活用する。 

③ 各地域包括支援センターの地域ケア会議開催を支援し、地域ケア推進会議を開催する。 

④ 実施した調査や統計情報を公表し、各地域包括支援センターでの地域アセスメント実施を支援

する。 

 

【成果目標】 

〔意思決定支援〕 

① 研修の実施：１回以上 

② 会議等で本人とともに意思決定支援を実施した実人数：３件以上 

  意思決定支援プロセスに則った検証の実施：実施 

〔地域包括支援ネットワークの構築〕 
① 相互理解を深めるための意見交換会や研修会の開催：実施 

② 重層的支援会議への事例提出手順の可視化：実施 

重層的支援会議への事例提出：２件以上 

③ 地域ケア推進会議の開催：１件以上 

④ 基幹型包括で実施した調査事業及び統計資料の公表：実施 

（保健師看護師連絡会で）地域アセスメント手法の研修等を行い、地域包括支援センターでの

実践につなげる：実施 

 

 



 

令和 5 年度 事業計画・重点取組 

01 総合相談支援業務 

＜事業の方向性＞ 

総合相談支援業務が担う包括支援センターが事業を展開するための基盤的機能の深化を図る。そのために、総合相談、実態把握、地域包括

ネットワークの構築といった個別業務を充実させていく。 

＜現状＞ 

①総合相談 

・訴えに耳を傾けるあまり、本人の意向がつか

めていないため、本来の課題が明確化できてい

ない。 

＜課題＞ 

① 

・相談業務に従事するにあたって、その経験や

スキルにばらつきがある。 

 

＜本年度の具体的取組＞ 

① 

・面接技法の研修を実施する。 

 

②実態把握 

・総合相談で得られる情報が分析できていな

い。 

・基幹型センターで得ている情報（統計情報や

日常圏域ニーズ調査等）について地域密着型セ

ンターに効果的な周知ができていない。 

 

➁ 

・実態把握した結果を複合的な問題の特性や

地域特性、地域課題の究明ができていない。

 

② 

・地域アセスメントの実施を支援する。 

③地域包括支援ネットワークの構築 

・専門機関が集まる各種会議は開催されてい

るが、問題や情報共有の場にとどまり、支援

チームとして機能していない。 

・民間企業などの地域資源とのつながりが弱

い。 

③ 

・庁内外機関に包括支援センターの役割が理

解されていない。また、各機関の役割を包括

支援センターも十分に理解できていない。 

・各種会議の開催目的が理解・共有されていな

い。 

・協働の意識が希薄である。 

・専門職以外とのつながりを持てていない。 

③ 

・庁内外に包括支援センターの役割を理解し

てもらうため、積極的に発信する。 

・外部の団体との意見交換や研修会の開催に

努める。 

・重層的支援会議への事例提出や地域ケア会

議の開催を支援し、各種会議を活性化させる。 

 

 

 



 

02 権利擁護業務 

＜事業の方向性＞ 

・住み慣れた地域で尊厳ある生活を続けることができるよう、高齢者の権利侵害の予防や対応、権利行使の支援を行います。 

＜現状＞  

① 意思決定支援 

・意思決定支援よりも、現実に発生している問

題への対処が優先されがちである。 

 

＜課題＞ 

 

・意思決定支援の意義や在り方が支援者に十

分に理解されていない。 

 

 

＜本年度の具体的取組＞ 

 

・包括職員や支援者の意思決定支援への理解

を深めるため、意思決定支援についての研修

会を開催する。 

・アドサポセンターとともにケース会議を実

施し、意思決定支援の具体的方法について本

人、支援者全員で検討していく。 

② 成年後見制度等の利用 

・成年後見制度の利用が第一の選択肢となっ

ており、対象者の包括的な支援方針の検討が

不十分なケースがみられる。 

・成年後見制度の利用を必要とする人が増加

しているが、受任者が決まりづらい状況であ

る。 

 

・成年後見制度の利用が妥当かどうか、また 

他の社会資源の活用ができないか専門職を

交えて検討ができていない。 

・成年後見人等を受任できる専門職が不足し

ている。 

 

 

・アドサポセンターへの権利擁護相談を積極

的に活用する。 

 

③ 高齢者虐待や消費者被害の防止及び早期対

応 

・高齢者虐待が発生した後の対応が主になっ

ている。 

・消費者被害についての対応ケースの実績が

少ない。 

 

 

・高齢者虐待や消費者被害の防止等の取組み

はほとんど行えていない。 

 

 

・高齢者虐待や消費者被害の防止・早期発見・

早期対応につなげられるよう、包括職員、地

域住民、支援関係機関へ向けて啓発活動、研

修会を開催する。 

④ 高齢者虐待の対応 

・養護者を含めて複合的な問題を抱え、地域包

括支援センターのみでの対応が不可能なケ

ースが多くある。 

・障がいや疾病などを抱える方への対応、介入

方法、介入のタイミングが難しく、虐待認定

に至らずとも困難感のあるケースとして対

応が継続されている。 

 

・障がい特性や疾病などへの理解や知識が不

足している。 

・高齢部門以外の関係機関との連携ができて

いない。 

 

 

 

 

 

・それぞれの障がい特性や疾病等に対して、研

修会や勉強会を開催する。 

・関係機関と連携できるような体制作りのた

めに重層的支援体制整備事業等の資源を積

極的に活用する。 

 



 

03 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

＜事業の方向性＞ 

・高齢期の問題だけでなく、多種多様で複合的な課題を抱える方が、“安心して”“その人らしい”“地域での生活”を継続するための取組を行い

ます。また、地域包括支援ネットワークを通じた各関係機関との協働による重層的な支援を行います。 

・ケアマネジメントの中心となるケアマネジャーや対人援助に関わる専門職への支援を行います。 

 

①地域包括支援ネットワークの構築 

・介護・福祉サービス以外の公的支援、地域の

民間有償サービス、ボランティア活動、支え

合い活動などの多様な社会資源を活用しな

ければならないが、関係機関とのつながりが

希薄でネットワークの構築や相談・協力体制

が十分に取れていない。 

 

 

・関係機関との繋がりがないため、情報提供や

協力を上手く求めることができていない。 

・複合的な問題の特性や地域特性、地域課題に

対し、専門的見地が不足している。 

・各地域包括の抱える問題を中央包括が把握

できていない。 

 

・外部の団体との意見交換や研修会の開催に

努める。 

・重層的支援会議へ事例提出し、会議の場を活

用する。 

・職種毎の連絡会の開催。 

 

②介護支援専門員等への支援 

・複合的な課題を抱える当事者および家庭が

増加し、対応に苦慮する事例が多い。 

・高齢になり身体機能や認知機能の低下等を

有していても、主体的に生活できるようケア

マネジメントを行う必要があるが、自立支援

や意思決定支援の考えに立った支援が行え

ていない事例が見受けられる。 

 

・複合的課題を抱える家庭において、本人や養

護者のもつ特性や状態への知識が不足して

いる。 

・地域包括支援センターによって自立支援に

資するプラン作成のための視点にばらつき

がある。 

 

・精神疾患、ひきこもり、生活困窮、依存症な

どの理解や地域特性の把握と課題分析等に

ついて学ぶ研修会を実施する。 

・専門家による相談会の開催。 

・地域密着包括支援センター主任介護支援専

門員のフォローを行う。必要に応じてサービ

ス担当者会議への出席を行う。 

・面接技法の研修を実施する。 

・ケアマネジメントの質の向上を目指した研

修等を実施及び研修開催をサポートする。 

・支援の振り返り（主にプランに対する）や同 

行訪問等を行う。 

 

 

 

 



 

04 介護予防ケアマネジメント業務及び指定介護予防支援業務 

＜事業の方向性＞ 

・高齢者に対し、「本人の自立（自律）した生活を取り戻す」ため本人のできることを本人とともに発見し、本人の主体的な生活の確立と生活の

質の向上を高める包括的かつ効率的な支援を行う。 

＜現状＞ 

①自立支援・重度化防止 

・地域ケア会議や支援会議の中で、本人の意思

が考慮されておらず、家族やケアマネジャ

ー、サービス提供事業者等の支援者に意思

決定支援や自立支援の考えが欠けている事

例があった。 

 

 

・短期集中予防サービス（Ｃ型サービス）利用

促進のため、介護予防マネジメントの運用

方法（短期集中予防サービスの請求・簡略

化・加算設定）について、令和５年４月から

の運用のため制度改正を予定している。 

＜課題＞ 

➀ 

・高齢者の主体性を引き出す工夫をどのよう

に行うのか具体的に示せていない。 

・意思決定支援について各事業所の理解度

にばらつきがあるため学ぶ必要がある。 

・自立支援に資するプラン作成のための視点

（重度化予防、改善を図る）が持てていない

事例がある。 

・制度が複雑化してしまい、分かりにくくなっ

てしまう。 

＜本年度の具体的取組＞ 

➀ 

・インテーク面接、ケアマネジメント過程で意

思決定支援ができるよう研修を行う 

・アセスメント能力向上を目指す（アセスメン

トシート例の作成、手順書の活用、記載要領

の周知等） 

・自立支援の視点を重視したケアプラン作成

ができるよう研修会を開催する 

・介護予防ケアマネジメントの手引きを改正

する。新設する簡略化等のマニュアルとし

て、請求時の疑問点を参照できるよう運用す

る。 

・Ｃ型サービスの利用促進を行う 

②介護予防マネジメント業務及び指定介護予

防支援業務の委託 

・介護予防ケアマネジメント業務で困り感の

ある事例は存在するが、中央包括はあまり把

握できておらず、対応も検討できていない。

 

 

 

 

・対人援助職に必要なケアマネジメント力の

向上を目指すため鳥取市全圏域研修、事例検

討会（実施と支援両方）を行い、ケアマネジ

メントの流れの再確認につながった。 

 

② 

 

・困り感のある事例はあるが、中央包括への相

談には至らない。 

・インテーク面接でうまく問題を把握できて

いない。コミュニケーション力や説明力の向

上も必要。 

・介護保険以外の制度や社会資源の活用がで

きていない。 

・ケアマネジメント力の向上や定着には、研修

や検討を継続して行う必要がある。 

 

② 

 

・地域包括の求めに応じ基幹型主任ケアマネ

が地域包括に出向き相談や個別指導を行う。 

・地域密着包括支援センター主任介護支援専

門員への業務支援を行う。 

・支援困難型地域ケア会議で支援対応する 

・対人援助技術向上研修を実施する 

・重層的支援事業に対する理解と多様なサー

ビスや社会資源の活用ができる視点が持て

るよう研修を実施する 

・事例研究研修会、気づきの事例検討会の開催

支援や協力を行う。 

 



 

05 在宅医療介護連携 

＜事業の方向性＞ 

・入退院や在宅療養、急変時の対応や看取り等、医療と介護が連携する多くの場面に対応するため、関係機関との連携を深めます。 

・在宅生活を支援するため、かかりつけ医療機関との連携を進めます。 

＜現状＞ 

①関係機関同士の連携について 

＜課題＞ 

 

＜本年度の具体的取組＞ 

 

・医療と介護が連携する多くの場面で円滑に

連携するため、顔の見える関係を作りコミュ

ニケーションを図ることが必要だが、会議や

研修会に出席する人には偏りがある。 

・医療側と在宅支援の現場で、医療と介護双方

の限界に対する認識に齟齬がある。 

 

・コミュニケーション不足。 

・時間外の会議も多く、各種勉強会や研修会、

会議等へ出席できていない。 

 

・障がいや病気、予後予測等に関する知識が不

足している。 

・基幹型包括職員の研修会出席目標を定める 

 

 

 

・包括的・継続的ケアマネジメント事業を通じ

て、必要に応じて研修を企画する。 

②個別支援における医療機関等との連携につ

いて 

  

・医療受診の必要性が判断できない、あるいは

必要性があると考えられるが本人や家族が

否定的な場合に、支援方針を定めることが難

しい。 

・在宅生活の継続を目的とした支援のため、治

療の見通しや方針等を把握しておく必要が

あるが、本人や家族を通じて、治療方針や数

値目標などの正確な医療情報が得られない

場合がある。 

・医療側へ、介護側が把握している在宅生活の

状況を伝えることができていない。 

・保健事業又は介護予防事業で把握されたハ

イリスク者の情報のやり取りは行われてい

ない。 

 

・どのような事例があるか把握できていない。

このため、基幹包括が関わることができる部

分と、どのような事例で医療側に助言を求め

るべきか判然としない。 

・医療機関から情報を得る、あるいは提供する

際に障壁となっている事柄が把握できてい

ない。 

・医療機関によってルールが異なり、統一され

ていない。 

 

 

・どのような事例があり、誰（慢性疾患のかか

りつけ医療機関、歯科、薬局など）に情報提

供する／情報提供を求めたいか方針が定ま

っていない。 

・事例を収集する。 

・助言を求めることができる医療機関を探す。 

 

 

 

 

 

・照会ルールの明確化を検討（医療機関ごとの

ルールを一覧などにしてまとめてはどうか） 

 

 

・事業の方針を決定し、職能団体とのやり取り

を始める。 

 

 

 



 

06 生活支援体制整備 

＜事業の方向性＞ 

・単身の夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が増加する中、医療・介護の公的サービスの提供のみならず、様々な生活支援サービスを担う

事業主体と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化を推進する。 

・生活支援コーディネーター配置事業を鳥取市社会福祉協議会に委託し、地域資源の整理等、地域での意見交換・説明会の開催等、生活支援・

介護予防サービスの担い手の発掘・養成準備、通いの場の活性化に向けた体制整備を行う。 

 

＜現状＞ 

①住民主体の活動の促進／支援／推進 

・地域支え合い推進員（生活支援コーディネータ

ー：以下、SC）を配置している。 

・SC は地域住民が福祉活動に取り組む際のサポ

ート役であるが、答えを与えるのではなく、一

歩引いた状態で住民主体で動いてもらうよう

に誘導することが難しい。加えて、高齢化によ

る担い手不足によって中心人物を見つけるこ

とが難しい場面がある。 

・健康と暮らしを考える会を開催し、その後のア

イデア実現のための活動に続いている。 

・新市域の第２層協議体は８町全て立ち上げと

なったが、全地区での設置はできていない。 

＜課題＞ 

 

・中央包括はサロンのような通いの場や住

民主体の会への参加が一部しかできてい

ない。 

 

・第２層協議体に対する認識、イメージがバ

ラバラである。 

＜本年度の具体的取組＞ 

 

・SC と連携し、ふれあいデイサービス、サロ

ンに参加したり、健康と暮らしを考える会の

ような住民主体の会等に参加する。 

 

・第 2 層協議体に関し、参加できる場合は参

加する。取り扱いに関しては関係機関と共通

認識を持つ。 

① 第１層協議体 

・一時休止している鳥取市地域包括ケアシステ

ム推進連絡会（第１層協議体）の今後の方向性

に関して、市担当部署や関係機関と検討を行っ

ている。 

 

・鳥取市地域包括ケアシステム推進連絡会

（第１層協議体）の在り方に関して打合せ

が行われており、名称変更、回数など今後

の進め方が課題となっている。 

 

・第１層協議体が再開し、定期的な情報共有、

関係機関との連携強化の場として協議を行

う。 

 

 

 

 



 

07 認知症総合支援事業 

＜事業の方向性＞ 

・認知症の本人とともに築く支え合う地域づくり  ・介護者支援の充実 

・早期診断・早期対応による生活支援の充実    ・すべての取組に対する活動の見える化を推進する 

＜現状＞ 

①本人発信の支援と啓発活動 

・認知症本人大使「希望大使」を設置し、本人

発信に努めている。 

・認知症地域支援推進員が中心となって啓発

活動を行っているが、単市での取組であり、

また認知症像は重度のイメージが根強く、予

防に重きを置いた啓発が求められ、偏見を払

拭できていない。 

＜課題＞ 

 

・現在の啓発内容では予防に偏り、共生への理

解の普及が不十分で、認知症を我がこととし

て考える機会になっていない。 

・東部 4 町や企業等と連携した取組ができて

いない。 

＜本年度の具体的取組＞ 

 

・偏見を払拭するための啓発内容を本人と検

討する。 

・希望大使を拡充する。 

・チームオレンジを設置し活動を発信する。 

・業務連携(他課・企業・東部 4 町)の仕組みの

構築に向けた検討をする。 

 

②認知症になっても安心して暮らせる環境づ

くり 

・外出支援の制度の見直しを行い、啓発活動も

同時に行っている。 

・認知症による行方不明者は減少しておらず、

死亡発見の例もあることが、周囲の不安を強

め、本人の活動の妨げになっている。 

・移動・介護・受診等暮らしにおける問題に、

本人の意見が反映できていない。 

 

 

・認知症になったら問題を起こすという偏見

から、外出させないようにと考える市民も依

然として多い。 

・外出支援のサービスの周知が不足している。

・本人の意見を発信する機会がない。 

 

 

・既存事業の見直しを視野に入れ、モニタリン

グを継続し、さらなる意見の聴取を行う。 

・本人と家族の一体的支援事業の実施を通し

て、家族の認知症への理解を深める。 

・本人の声を起点にした環境の改善・資源の創

出に向けた話し合いを開催する。 

③介護者同士のピアサポート支援の充実 

・鳥取市独自で介護相談員を配置して実施。 

・利用した人の満足度は高いが、利用につなが

るまでのハードルが高く時間がかかる。 

 

・介護を一人で抱え込み、相談に繋がらない家

族が多い。 

 

・家族相談員を拡充する。 

・柔軟な相談形態を模索していく。 

④早期診断・早期対応による生活支援の充実 

・初期集中支援チームを各包括毎に設置し、事

例数は増えているが更なる活性化が必要。 

・ケアパスは本人、家族を含め多職種の意見を

聞きながら改訂中。 

・市民はもとより専門職であってもチームや

ケアパスの存在を知らない人が多い。 

 

・本人や家族に認知症を隠したい心理がまだ

まだ根強く、初期相談に結び付かず、重度化、

困難化してからの相談が多い。 

・初期集中支援チーム、ケアパスの周知が不足

している。 

・チーム同士の活動の共有が出来ていない。 

 

・認知症初期集中支援事業の周知拡大を行う。

またチームの効果検証を行う 

・認知症ケアパスを改訂し普及する。それにと

もない設置場所の拡大を目指す。 

・ケアマネジャー等の医療・介護職への事業周

知のため、研修会などで周知の機会を作る。 



 

08 地域ケア会議推進事業 

＜事業の方向性＞ 

・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の効果的な実施のために、医療、介護等の専門職や民生委員その他の地域の関係者、関係機関及び

関係団体が協働し、個別ケースを検討する地域ケア個別会議を開催する。 

・個別ケースの検討を通じて、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支援や高齢者の実態把握、課題解決のための地域包括支援ネット

ワークの構築を行う。さらに、個別に解決できない地域課題の把握を行う。 

・個別ケースの検討やその他の包括支援センターの活動を通じて把握された地域課題や自立促進要因を、地域の人々と共有し、地域づくりにつ

なげるための地域ケア推進会議を開催する。 

＜現状＞ 

①地域ケア個別会議の開催 

・各地域包括支援センターごとに、計画的・継

続的な個別地域ケア会議の開催を求めてい

るが、各包括によって開催頻度が大きく異な

る。 

・地域ケア会議の意義、開催方法等の周知・普

及のため、手引きを作成し、地域包括支援セ

ンター職員へ説明会を実施した。 

 

・複合的課題を抱える支援困難ケースに関す

る検討は、各包括ごとに必要に応じて開催さ

れているが、未実施の包括もある。 

 

＜課題＞ 

① 

・各圏域の地域課題を把握、抽出していくため

に、検討ケース数を増やす必要がある。 

 

 

・手引きに関する説明会は地域包括支援セン

ターに向けて実施したが、事例提出をする居

宅介護支援事業所やサービス提供事業所へ

は周知が不十分である。 

・支援困難ケースに関する地域ケア個別会議

の開催方法や検討方法が統一されていない。

・支援困難ケースの定義が幅広くで、主担当者

者や相談を受けた者の主観により判断され

ている。 

＜本年度の具体的取組＞ 

① 

・中央包括支援センターでも地域ケア会議を

開催し、簡略化や省力化を検討する。 

 

 

・居宅介護支援事業所及びサービス提供事業

所等を対象とした、地域ケア会議の参加を促

進させる目的の研修会を開催する。 

 

・中央包括支援センターが、主に支援に困難感

を抱えるケースを対象とした地域ケア会議

を開催し、困難ケース検討型会議の開催方法

や検討方法の標準化を目指す。 

 

②地域ケア推進会議の推進 

・共通の事例集計シートにて会議結果を集計

している。 

・地域ケア個別会議で検討された内容、他の事

業で把握された内容や統計データ等を集積

している。 

・具体的な地域課題の検討は進んでいない。 

②  

・地域ケア会議は開催しても、地域課題を検討

する取組に着手できていない。 

・鳥取市全域に及ぶ地域課題の検討について

は鳥取市地域包括ケアシステム推進連絡会

（第１層協議体）で検討されている実態もあ

るため、各事業の整理が必要。 

② 

・各地域包括支援センターごとに地域課題を

抽出するため、地域ケア会議で検討した事例

の振り返り会議で協働して検討する。 

・複数の包括圏域、包括単位、生活圏域単位等、

地域課題に応じて必要な範囲での地域ケア

推進会議を開催する。 

 

 



 

09 生涯を通じた健康づくり 

＜事業の方向性＞ 

・⽣涯を通じた健康づくりのため、保健事業と介護予防の⼀体的実施事業（以下「⼀体的実施事業」という。）等の仕組みを利⽤しながら、地域
における健康づくり・介護予防の取組みを促進し、病気の発症並びに重症化予防や⽣活機能の低下防⽌及び向上に取り組む。

＜現状＞ 

① 地域での健康づくり 

・一体的実施事業のポピュレーションアプロ

ーチやその他介護予防事業を利用し、フレイ

ル予防を始めとした健康な地域づくりの取

組みを推進している。 

・一体的実施事業のハイリスクアプローチで

アウトリーチ支援を行っている。 

＜課題＞ 

・一体的実施事業は対象圏域が 11 圏域（18

圏域中）で全市域で実施できておらず、全地

域密着型センターと連携した取組に至って

いない。 

 

・おたっしゃ教室参加者のハイリスク者に対

して事後支援ができていない。 

＜本年度の具体的取組＞ 

・令和５年度は対象圏域を１３圏域に拡大す

る。 

・令和４年度に実施した各調査の結果や一体

的実施の取組について共有し、全市域実施に

向けた事業展開を検討する。 

・おたっしゃ教室参加者のハイリスク者に対

して、事後支援を実施。 

② 専門職の活用 

・一体的実施事業では、多職種協働体制をとる

ことで、スムーズに次の必要な支援につなぐ

ことができている。 

・地域ケア会議では、各専門職の知見を共有す

ることで、より良い個別支援につなぐことが

できている。 

・地域リハビリテーション活動支援事業、出前

講座等の他事業でも、専門職への依頼件数は

増えている 

 

・現在は主に専門職個人との連携で、職能団体

との連携はできていない。 

 

・個別支援に限らず、地域課題の検討や改善に

も専門職の知見が必要である。 

 

・地域の専門職であっても地域活動に関わっ

たことのない人が多く、介護予防や地域づく

りの視点を持った人材育成が必要。 

 

・東部歯科医師会、東部薬剤師会、県療法士会

等に鳥取市の介護予防事業や一体的実施事

業の取組みを説明し、連携方法を検討。 

・地域活動に関わったことのない専門職と積

極的に協働しながら、OJT を実施。 

 

・中央包括にリハ職を追加配置し、地域活動と

のコーディネートを行う人材を育成。 

③ 社会参加の推進 

・コロナ感染拡大による外出自粛で、地域活動

が中止となり、社会参加や人とのつながりが

少なくなっている。 

・一体的実施事業で通いの場の継続や社会参

加の大切さを啓発している。 

・おたっしゃ教室の参加者の多くが継続参加

者で、減少傾向。特に新市域の参加者は継続、

新規ともに少ない。 

 

・社会参加が住民の健康維持に繋がることを

広く啓発する必要がある。 

 

・一体的実施事業を通じた支援ができた地域

の集まりは限局している。 

・おたっしゃ教室を知らない人も多く、啓発に

も力を入れ、必要な人が参加できる体制づく

りが必要。 

 

 

 

・あらゆる集いの場で、フレイル予防について

啓発を行う。 

 

・住民主体でフレイル予防に取組める仕組み、

体制づくりを多機関多職種で検討する。 

・東部歯科医師会と東部薬剤師会へおたっし

ゃ教室のチラシを配布し、必要な住民へ教室

を紹介してもらう。 

・令和４年度に実施した調査分析の結果を踏

まえ、多機関で検討を行う。 


